
11 支給請求書等の記入方法・記入上の注意

　支給請求書等の記入方法・記入上の注意（第１種作業施設設置等助成金、第２種作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金の場合）

障害者助成金支給請求書（様式第621号）の記入方法

様式第６２１号

年 月 日

　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長　殿
この請求書で支給請求する助成金

 ①

 ②

 ③

 ④

 ⑤

 ⑥

 ⑦

 ⑧

 ⑨

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

年 月 日 － －

附帯施設

（注1）　この請求書で請求する②、⑤、⑥及び⑨の助成金については、a～dの費用額等の記載は不要です。支給請求額のみ添付様式の
　　　　「算定票」で算定された支給請求額を転記してください。
（注2） 「助成限度額」は、助成金の支給限度額又は認定額のいずれか低い額が助成限度額となります。

※処理欄
審査結果 支給　・　不支給 支給決定日 決定番号

千円 設備 千円支給額 千円 施設 千円

附帯施設

補助金等の額
円

１　国等の機関か
らの補助金等の受
給の有無

２　左記１がありの場
合、本助成金と同じ支
給費用を対象とするも
のの有無

３　左記2もありの場
合、右欄に補助金等の
支給期間名を記入

支給機関名 円

支給請求額

①

及

び

②

の

助

成

金

の

内

訳

作業施設

作業設備

４　支給請求額(上記①及び②の障害者作業施設設置等助成金については、内訳欄に作業施設・附帯施設・作業設備の内訳を記載します。)

a 助成措置に係る
必要費用

b 支給対象費用
c 助成率

□にレ点を入
れます。

d 支給限度額
e 助成金申請額

「b×c」の額又はdの額のいず
れか低い額

賃貸借契約期間
年　　月　　日～　　年　　月　　日

（　自動更新　・　自動更新以外　）

事業実施施設・設備

の所在地・名称

費用の支払い
相手先

　Ｂ　賃借の内容

支給請求対象期間内の助成措置に
係る費用の支払い年．月．日

　　　．　　． 　　　．　　． 　　　．　　． 　　　．　　． 　　　．　　． 　　　．　　．

事業実施施設・設備

の所在地・名称 所有者

　　　年　　　　月　　　　日事業概要
設置整備の

契約日
　　　年　　　月　　　日

納品日
又は竣工日

　　　年　　　月　　　日
費用の支払を
完了した日

　　※ 離職理由番号　…　雇用保険被保険者資格喪失確認通知書の「離職理由」欄に記載されている番号

３　事業実施報告

　Ａ　設置整備の内容　

　　年　　月　　日　　年　　月　　日

離職した場合の離職日
離職理
由番号

フリガナ
氏　　名

雇用の
有　無

離職した場合の離職日
離職理由
番号(※)

フリガナ
氏　　名

雇用の
有　無

　　年　　月　　日　　年　　月　　日

離職した場合の離職日
離職理
由番号

月

２　支給請求に係る支給対象障害者の雇用状況
　　※　上記②の助成金の支給請求の場合は、助添付様式第66号の添付により、本欄の記載は不要です。
　　　　 上記②以外の助成金の支給請求の場合で、支給対象障害者が５名以上の場合は、別紙に支給対象障害者を記載して添付してください。

フリガナ
氏　　名

雇用の
有　無

離職した場合の離職日
離職理由
番号(※)

フリガナ
氏　　名

雇用の
有　無

年

③
　助成金支給請求対象
　期間および請求回数

　　年　　　月　　　日
～　　  　　年　　　月　　　日

 請求回数
 (     )回目

④ 　認　定　額 千円

社会保険労
務士記載欄

事務所名及び
担当社会保険

労務士名
印

電話番号

１　この支給請求書で請求する受給資格の認定番号等

① 　認定番号 第 － － 日号 ② 　認　定　日

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

口座名義

口座種別
 請求に係る

 事業所

事業所所在地

〒（　　　　　　　）

支店名
コード番号

金融機関名
コード番号

（ﾌﾘｶﾞﾅ）
事業所名

口座番号

請求事業主
　助成金振込希望金融機関
　(既に届け出ている金融機関に変更がある場合等に記載)

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者の
役職及び氏名

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 　

事業主名

所在地

〒（　　　　　　　）

電話番号

所属先名称
（部署名等）

氏　　名

助成金支給決定通知書の送付先・連絡先

送付先・連絡先の
所　　　属

 次のとおり助成金の支給を受けたいので請求します。

11

受理年月日(障害者助成部) 受理年月日

障害者助成金支給請求書（１）

事業所
コード

第１種作業施設設置等助成金

第２種作業施設設置等助成金

障害者福祉施設設置等助成金

重度障害者等通勤対策助成金（住宅の新築等）

重度障害者等通勤対策助成金（住宅の賃借）

重度障害者等通勤対策助成金（駐車場の賃借）

重度障害者等通勤対策助成金（通勤用自動車の購入）

重度障害者等通勤対策助成金（通勤用バスの購入）

重度障害者等通勤対策助成金（住宅手当の支払）

事業主 事業所

助成金振込金融機関を次のとおり変更する。

普通 当座 その他

雇用中

離職

１

２

３

雇用中

離職

１

２

３

作業施設 福祉施設 作業施設・福祉施設に附帯する施設（附帯施設） 作業設備 付属設備

住宅（ 世帯用 単身用 ） 通勤用バス 通勤用自動車

作業施設 作業設備 住宅（ 世帯用 単身用 ） 駐車場（ 自宅側 事業所側 ） 住宅手当の支払

雇用中

離職

１
２

３

雇用中

離職

１

２

３

有

無

有

無

1/3
2/3
3/4

1/3
2/3

3/4

1/3
2/3
3/4

1/3

2/3
3/4

１．事業所コード

認定通知書の左上に記載されている事業所コードを記入し
てください。
※ご不明の場合は支部にお問い合わせください。

２．請求年月日

支給請求年月日を記入してください。

３．請求する助成金にチェックの記入

この支給請求書で請求する助成金にチェックをしてくださ
い。

６．請求事業主

・所在地、事業主名（フリガナ）、代表者を記入してくだ
さい。
・代表者に代表者の役職名及び氏名を記入してください。

社会保険労務士が手続を代行する場合に記入してください。

※手続の代行は、社会保険労務士のみ可能です。
（行政書士、司法書士等は手続できません。）

８．支給請求書で請求する受給資格の認定番号等

①「認定番号」、②「認定日」、④「認定額」は受給資格認定通

知書に記載されている認定番号、認定日及び認定額を記載し

てください。

※③「助成金支給請求対象期間及び請求回数」については、

第１種作業施設設置等助成金および、障害者福祉施設設置等

助成金の場合は、記入不要です。

１１．「支給請求額」

・第１種作業施設設置等助成金及び障害者福祉施設設置等

助成金の場合は、助添付様式第１号「助成金請求明細書」の

関係各欄の額をa、b欄に転記してください。

・c「助成率」には、この支給請求書で支給請求を行う助成金の

助成率をチェックしてください。第１種作業施設設置等助成金、

第２種作業施設設置等助成金は２／３の欄、障害者福祉施設

設置等助成金は１／３の欄にチェックしてください。

・e「支給請求額」は、［b×c］により、支給請求額を求めて記載

してください。

この際、支給限度額（又は認定額）を超えている場合は、支給

限度額（又は認定額）が支給請求額となります。

・第２種作業施設設置等助成金の場合は、助添付様式第67

号「第２種作業施設設置等助成金算定票」により算定した「支

給請求額」をeの「支給請求額」に転記してください。

４．助成金支給決定通知書の送付先・連絡先

希望する送付先にチェックをし、担当者の所属・氏名・電話番号を

記載してください。

１０．「事業実施報告」B欄

※第１種作業施設設置等助成金及び障害者福祉施設設置等助成金

の場合は、記入不要です。

・「賃借の内容」欄は、該当する箇所にチェックしてください。

・「支給請求対象期間内の助成措置に係る費用の支払年月日」欄に

ついては、支給請求期間内の助成措置に係る費用の支払日を記載し

てください。

・「賃借契約期間」欄は、この支給請求に係る賃借契約の期間を記入

してください。

・「事業実施施設・設備の所在地・名称」欄は、上記Ａ欄と同様に記入

してください。

・「費用の支払相手先」欄は、費用を支払った相手先名称（賃貸借契

約書の賃貸人等）を記入してください。

５．「助成金振込希望金融機関」

認定申請書に記載した助成金振込希望金融機関情報を変更

する場合に、「認定申請書に記載した振込希望金融機関情報

を変更する」にチェックし、変更後の振込希望金融機関情報

を記入してください。

※この請求書によって口座を変更された場合で、支給請求日にお

いて、当機構の他の助成金を受給している場合、他の助成金の振

込先についてもこの請求書により変更します。

請求にあたっては、支給請求書以外に添付書類が必要となります。
〔提出先〕 事業所を管轄する都道府県支部（以下「支部」といいます。）
〔提出部数〕 ３ 部（「機構用」、「支部用」、「事業主用」）
〔提出期限〕第１種作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金の場合：受給資格の認定日から起算して１年以内

第２種作業施設設置等助成金の場合：支給請求対象期間を経過した翌月の末日
※第１種作業施設設置等助成金、障害者福祉施設設置等助成金の場合、作業施設等及び福祉施設等の設置・整備及びその支払を完了していなければ、支給請求はできません。

９.「支給請求に係る支給対象障害者の雇用状況」

支給請求日現在における支給対象障害者氏名、当該支給

対象障害者の雇用の有無について「雇用中」又は「離職」の

いずれかにチェックしてください。

なお、離職している場合は離職年月日を記入し、

「離職理由番号」欄に雇用保険被保険者資格喪失確認通知書

の「離職理由」欄に記載の番号にチェックしてください。

１２.「補助金等の受給について」
この支給請求書で支給請求を行う対象措置について、国等の補
助金等を受給している場合には1.の欄に「有」に、受給してい
ない場合には「無」にチェックしてください。2.の欄は1.の欄
にて「有」にチェックをした場合に、「有」または「無」に
チェックをしてください。

国等の補助金等を受給している場合は、bの額から当該補助金
等の額を差し引いた額が支給対象費用となります。

７ ．「事業実施報告」A欄

※第２種作業施設設置等助成金の場合は、記入不要です。

・作業施設・福祉施設、作業・福祉施設に附帯する施設、

作業設備等の購入による設置整備のうち、該当する箇所

にチェックしてください。

・「設置整備の契約日」欄には、その建設・購入に係る建築

請負契約又は売買契約等を行った日を記入してください。

・「納品日又は竣工日」欄には、対象となった工事の竣工日

もしくは購入した設備の納品日を記入してください。

・「費用の支払を完了した日」欄には、支給対象費用の支払

を完了した日を記入してください。

※ 「完了」とは、工事等がすべて完了し、かつ、当該工事等に係る

経費の支払が終了（「経費の支払が終了」とは手形の振出し又は

ファクタリングによって支払われる場合にあっては、当該手形等

が決済され、事業主の口座から当該経費が引き落とされたことを

いいます。）し、所有権の移転が伴う場合は、所有権が移転した

ことをいいます。

・「事業実施施設・設備の所在地・名称」欄は、請求に係る

事業所に設置・整備している場合は「請求に係る事業所」

と記入し、事業所以外の場所（在宅勤務先等）に設置・

整備している場合は、その住所、名称を記入してください。

・「所有者」欄は、当該施設・設備の所有者を記入して

ください。請求事業主の所有である場合には、

「請求事業主」と記入してください。

※請求事業主以外の所有である場合には、原則として助成金は

支給できませんのでご留意ください。



様式第621号

障害者助成金支給請求書（１）記入上の注意

６　「３ 事業実施報告」欄について
　　本請求書で請求する助成措置の実施状況を記載します。
　（１）　Ａ欄
　　　　 作業施設・福祉施設、作業・福祉施設に附帯する施設、作業設備等の購入による設置整備の状況を記載します。
　　　①　該当する措置に係る事項の□にレ点を入れ、「設置整備の契約日」欄には、その建設・購入に係る建築請負契約又は売買契約等を行った日、「納品または
　　　　　竣工日」及び措置に係る「費用の支払を完了した日（※）」をそれぞれの欄に記載します。
　　　　　 ※「完了」とは、工事等が全て完了し、かつ、当該工事等に係る経費の支払が終了（手形の振出しまたはファクタリングによって支払われる場合にあっては、
　　　　　　　当該手形等が決裁され、事業主の口座から当該経費が引き落とされたことをいいます。）し、所有権の移転が伴う場合は、所有権が移転したことをいいます。
　　　②　「事業実施施設・設備の所在地・名称」欄は、請求に係る事業所に設置・整備している場合は、「請求に係る事業所」と記入し、事業所以外の場所(在宅勤務
　　　　　先等)の場合は、その住所、名称を記入してください。「所有者」欄は、当該施設・設備の所有者を記載します。
　　　　  請求事業主の所有としている場合は、「請求事業主」と記入してください。請求事業主以外の所有となっている場合は、原則として助成金は支給できませんので
　　　　　ご留意ください。
　
   （２）　B欄
　　　　 作業施設、作業設備及び住宅・駐車場の賃借による設置整備の状況及び住宅手当の支払いの状況を記載します。
　　　　 該当する措置に係る事項の□にレ点を入れ、「事業概要」欄については、支給請求期間内の助成措置に係る費用の支払日を記載します。
　　　　　「事業実施施設・設備の所在地・名称」欄は、上記（１）の②と同様に記入してください。「費用の支払い相手先」欄は、費用を支払った相手先名称(賃貸借契約書
　　　　　の賃貸人、住宅手当の支払いについては、支給対象障害者の氏名)を記入してください。

７　 「４　支給請求額」欄について
　　この欄には、請求に係る助成金の支給請求額を記載します。
　（１）　上記１の①、③、⑦及び⑧の助成金については、助添付様式第１号「助成金請求明細書」の関係各欄の額をa、b、d欄に転記し、該当する助成金の「c 助成率」の
　　　□にレ点を入れ、「b×c」により、支給請求額を求め記載します。この際、支給限度額（又は認定額）を超えている場合は、支給限度額（又は認定額）が支給請求額
　　　となります。
　　　　 また、国等の補助金等を受けている場合は、bの額から当該補助金等の額を差し引いた額が支給対象費用となります。
　（２）　上記１の②の助成金は、助添付様式第６７号「第２種作業施設設置等助成金算定票」、⑤及び⑥の助成金は、助添付様式第６８号又は助添付様式第６９号の「支
　　　給対象障害者の出勤状況および助成金支給請求額算定票」、⑨の助成金は助添付様式第７０号「支給請求額算定票」により算定した「支給請求額」をeの「支給請求
　　　額」欄に転記してください。

注　この「記入上の注意」においては、助成金の名称を次の１の①～⑨の助成金について、「①の助成金」のように略称を使用しています。

１　この様式で請求することができる助成金
　  この様式で請求することができる助成金は次の①～⑨に掲げる助成金となります。請求する助成金名の□にレ点を入れて請求します。
　  ただし、次の①～⑨について、1通の請求書で請求できる助成金は１種類です。１通の請求書をもって複数の助成金の支給請求はできません。
　  請求書は正本、副本、請求者控えの３通を作成してご提出ください。請求者控えは、受理後(受理印を押印)、ご返却いたします。

　　①第1種作業施設設置等助成金
　　②第2種作業施設設置等助成金
　　③障害者福祉施設設置等助成金
　　④重度障害者等通勤対策助成金(住宅の新築等) 【認定及び支給終了】
　　⑤重度障害者等通勤対策助成金(住宅の賃借)
　　⑥重度障害者等通勤対策助成金(駐車場の賃借)
　　⑦重度障害者等通勤対策助成金(通勤用自動車の購入)
　　⑧重度障害者等通勤対策助成金(通勤用バスの購入)
　　⑨重度障害者等通勤対策助成金(住宅手当の支払)

２　「助成金支給決定通知書の送付先、連絡先」欄について
 　　助成金支給決定通知書または不支給決定通知書は独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」という）の障害者助成部から請求事業主に直送して
います。
     したがいまして、当該記載した連絡先が申請事業主の所在地である場合は「事業主」、申請に係る事業所の所在地である場合 は「事業所」の□にレ点を入れてくださ
い。

３　「助成金振込希望金融機関」欄について
 　  認定申請書に記載した助成金振込希望金融機関情報を変更する場合に、「認定申請書に記載した振込希望金融機関情報を変更する」の□にレ点を入れて、変更後
　　の助成金振込希望金融機関情報を記載します。
　 　助成金振込金融機関口座は、請求に係る事業所について１つの口座に限らせていただいています。本請求書によって口座を変更された場合、本請求書の請求日に
　　おいて、既に当機構の他の助成金を受給している場合は、当該他の助成金の送金先が本請求書によって変更される場合があることについてご留意ください。

４　「１　この支給請求書で請求する受給資格の認定番号等」欄について
　（１）　①「認定番号」、②「認定日」欄は、この支給請求書で請求する受給資格認定通知書に記載されている認定番号及び認定日を記載します。
　（２）　③「助成金支給請求対象期間および請求回数」欄は、上記１の②、⑤、⑥及び⑨の助成金について、本請求書で助成金を請求する措置の実施期間(原則として
　　　　　６か月の期間を記入することとなります。)及び助成金の支給期間内において、この請求書で請求する回数（今回で何回目の請求となるか）を記入してください。
            例えば、支給期間が３年間である助成金については、原則として1回から６回までの記載となります。
　（３）　④「認定額」欄は、上記１の①、③、④、⑦及び⑧の助成金について、受給資格認定通知書に記載されている「認定額」を記載します。

５　「２　支給請求に係る支給対象障害者の雇用状況」欄について
　  この欄は、支給請求日現在において、認定申請時に支給対象障害者として申請した障害者の雇用の有無について申告していただくものです。
    当該雇用の有無について、「雇用中」又は「離職」のいずれかの□にレ点を入れ、離職している場合は離職年月日を、「離職理由番号」欄には雇用保険被保険者資格
　　喪失確認通知書の「離職理由」欄に記載の番号の□にレ点を入れてください。
  　 　離職に伴い、支給対象障害者を変更する場合は、当該変更に係る支給対象障害者の氏名を記入し、「雇用中」にレ点を入れ、「変更」と記載してください。


